
参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 15 - 2 - 2

【事業概要】

【事業費】

委託費　 24,000千円 （平成25年度）

（内訳）

土地利用再編計画策定 １式 20,000千円

１式  4,000千円

計 　 24,000千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の
事業名称

住民合意形成コーディ
ネート支援

　当該事業は、小名浜港背後地津波復興拠点整備事業にあわせ、小名浜港周辺地域の
賑わいを既成市街地に波及させるとともに、安全な津波避難動線の確保を図り既成市
街地と一体的な津波防災対策と活力再生のまちづくりを実現するため、沿道の土地利
用の再編に向け、調査・計画を行うとともに、地区住民の合意形成を図りながら、土
地利用再編計画を策定するものである。
　関連基幹事業である小名浜港背後地津波復興拠点整備事業は、都市センターゾーン
とアクアマリンパーク内の集客施設が相互に連携を図り一体的な津波防災対策を行う
ことで、多くの来訪者や観光客の安全性を確保するとともに、更なる賑わいの創出と
都市の拠点性を高めることを目的としており、当該効果促進事業は事業区域周辺の既
成市街地の土地利用を再編し、津波防災まちづくりと賑わい創出に寄与する事業であ
り、東日本大震災復興交付金制度要綱における、基幹事業と一体となってその効果を
増大させるために必要な事業であることから、基幹事業と密接に関連するものであ
る。

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

小名浜港背後地まちなか回遊性向上事業

事業番号



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 15 - 2 - 3

（３６）震災・復興記録の収集・整理・保存

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】
　　小名浜港背後地津波復興拠点整備事業は、本市復興のシンボル的な事業であり、
　この地域を含む沿岸域において、復興の象徴となる公園等の公共施設を整備する
　ことにより、津波発生時の避難地としての役割や、防災や減災の先進事例を多く
　の市民や観光客等に情報を発信する役割、更には、新たな魅力の創出による地域
　の活性化等の役割が期待される。
　　したがって、本市復興の象徴となる公園等を整備するための基本計画の策定に
  向けた調査を行う。
　

【調査費（事業費）】（25年度）
　　・復興祈念施設基本計画策定調査業務　　　１０，０００千円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の
事業名称

（６）公共・公益施設整備事業調査事業

　復興祈念施設基本計画策定調査事業

事業番号



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 7 - 1

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度～平成２７年度

【事業費】

　委託料

　　平成２５年度　５２，７００千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　小名浜港背後地被災市街地復興土地区画整理事業は、津波等で壊滅的な被害を受けた地
域を復興し、震災前にも増して賑わいを創出するものであるが、本区画整理事業をはじめ
として、多岐にわたる様々な事業の計画調整、設計照査および発注業務など、短期間で事
業遂行することが大きな課題となっている。
　したがって、本事業により、土地区画整理事業に関連する複数事業の設計や、計画調整
などを統括するコーディネート業務と、複数工事の発注に伴う調査・設計・照査および積
算などの発注者支援業務を委託し、早期の復興事業の推進を図るものである。

細要素事業名 計画調整及び発注支援業務委託事業（小名浜港背後地）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１）市街地整備コーディネート事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 7 - 2

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度～平成２７年度

【事業費】

　委託料

　　平成２５年度　４３，９００千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　小名浜港背後地被災市街地復興土地区画整理事業においては、本区画整理事業をはじめ
として、国・県をや民間施設を含めた様々な事業が同時期に立ち上がり、その事業間の調
整を円滑に行いながら、短期間で事業遂行することが大きな課題となっている。
　したがって、本事業により、当該事業や関連事業等による複数工事を円滑に実施するた
め、基本方針（施工計画等）の協議・決定や、施工管理など、全ての工事を総合的に統括
するマネジメント業務を委託し、早期の復興事業の推進を図るものである。

細要素事業名 工事施工管理業務委託事業（小名浜港背後地）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（２）工事統括マネジメント事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 1

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度～平成２７年度

【事業費】

　委託料（調査設計費）

　　平成２５年度　　９９，１９０千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　津波等で壊滅的な被害を受けた地域を復興し、被災者の生活基盤の早期回復に向け、土
地区画整理事業を効率的に進め、短期間での事業完了を実現するため、根幹となる土地利
用計画や換地計画の策定や宅地整備を行うために必要な調査設計を行うものである。

細要素事業名 換地設計等調査・設計業務委託事業（久之浜）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 2

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度～平成２７年度

【事業費】

　委託料

　　平成２５年度　５２，７００千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　久之浜被災市街地復興土地区画整理事業は、津波等で壊滅的な被害を受けた地域を復興
し、震災前にも増して賑わいを創出するものであるが、本区画整理事業をはじめとして、
多岐にわたる様々な事業の計画調整、設計照査および発注業務など、短期間で事業遂行す
ることが大きな課題となっている。
　したがって、本事業により、土地区画整理事業に関連する複数事業の設計や、計画調整
などを統括するコーディネート業務と、複数工事の発注に伴う調査・設計・照査および積
算などの発注者支援業務を委託し、早期の復興事業の推進を図るものである。

細要素事業名 計画調整及び発注支援業務委託事業（久之浜）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１）市街地整備コーディネート事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 3

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度～平成２７年度

【事業費】

　委託料

　　平成２５年度　４３，９００千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　久之浜被災市街地復興土地区画整理事業においては、本区画整理事業をはじめとして、
国・県をや民間施設を含めた様々な事業が同時期に立ち上がり、その事業間の調整を円滑
に行いながら、短期間で事業遂行することが大きな課題となっている。
　したがって、本事業により、当該事業や関連事業等による複数工事を円滑に実施するた
め、基本方針（施工計画等）の協議・決定や、施工管理など、全ての工事を総合的に統括
するマネジメント業務を委託し、早期の復興事業の推進を図るものである。

細要素事業名 工事施工管理業務委託事業（久之浜）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（２）工事統括マネジメント事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 4

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度～平成２６年度

【事業費】

　平成２５年度　２００，０００千円 調査設計費  10,000千円

工事費 190,000千円

計 200,000千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

・想定対象棟数　　Ｎ＝２７０棟

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

・整備予定面積　  Ａ＝２８．３ｈａ

　津波等で壊滅的な被害を受けた地域を復興し、被災者の生活基盤の早期回復に向け、土
地区画整理事業を効率的に進め、短期間での事業完了を実現するため、土地区画整理事業
区域内のがれき等を早期に撤去し、宅地整備の促進を図るため、流出家屋の基礎や工作物
を対象としたがれき除去・撤去工事を行う。

細要素事業名

（７）市街地整備事業予定地区のがれき除去・撤去事業

流出家屋基礎撤去事業（久之浜）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 5

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度

【事業費】

　工事費

　　平成２５年度　　７０，０００千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　被災市街地復興土地区画整理事業施行区域内からの雨水・排水を既設排水路に円滑に排
水するため、改修が必要な区間を対象に、排水路整備を行う。

細要素事業名 区域外排水施設整備事業（久之浜）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１１）飲用水供給施設・排水施設整備事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 6

物件費（事業費）（25年度）

・飲料水運搬用ポンプ圧送式給水タンク車　１台 １３,６５０千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　東日本大震災での被害事例から、津波等の災害が発生した場合、沿岸地域では長期
間の断水が想定されることから、同地域内の病院や福祉施設等の優先的に給水する必
要な施設に対し、確実に飲料水を応急供給する体制を整えるため、応急給水作業に必
要な圧送式給水車の整備を図るもの。

（11）飲用水供給施設・排水施設整備事業

（25）災害用給水機能整備事業

給水車整備事業

事業番号

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の
事業名称



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 7

委託費（事業費）（25年度）

・調査委託 １，６９９千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　地震及び津波の影響により避難を要する際の、障がい者・高齢者・外国人などと
いった、いわゆる、災害弱者の避難や支援のあり方については、今後の防災・減災の
まちづくりにとって重要な課題である。特に、津波発生時には、人的被害が拡大する
とともに、住居等が壊滅的被害を受けることにより、避難の長期化が懸念される。
　したがって、災害時において、障がい者・高齢者・外国人といった災害弱者といわ
れる方々の災害に関する情報の把握方法や、避難している際や避難所での生活におけ
る問題点や課題、行政や支援団体が行なう必要がある支援内容等について、ヒアリン
グやアンケート調査により把握したうえ、当該調査結果を今後策定されるいわき市地
域防災計画や災害対応マニュアル、今後の公共施設の整備等の諸施策に反映させてい
くもの。

事業番号

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の
事業名称

（30）地域防災・減災（BCP）計画策定調査事業

（32）地域防災・減災（BCP）計画策定調査事業

ユニバーサルデザイン震災実態調査事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 8

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の
事業名称

【事業概要】
　被災市街地土地区画整理事業を進めるにあたって、住宅を失った被災者の居住の安定を図
るため、災害公営住宅及び民間住宅等の恒久的な住宅の供給を早期に推進する必要がある
が、被災者が住宅を自力再建するためには、震災に関連する支援制度のみならず、住宅に関
する既存の支援策等を最大限活用し、新たに家計全般の見直しを行うことが肝要である。し
かしながら、関係する可能性のある制度等は多岐にわたっていることから、収入や家族構成
など被災者の個々の状況に応じて制度全般を俯瞰し適切な活用を促すため、パンフレット配
布による制度周知や専門家による相談支援等を行う。

【事業内容】
○震災に関連する制度のみならず住宅に関する既存の支援策等を含む支援メニューをまとめ
たパンフレットを作成し、回覧（平成25年度のみ）・配布することにより、被災者への周知
を図る。
○広報いわき等を利用し、家計に関する情報（住宅再建に関連性の強い内容とする）を発信
し、意識啓発を行う。
　・毎月、広報紙半ページ程度（約800字）の記事掲載を想定。
　・原稿執筆は専門家に依頼する。
○専門家によるセミナー・個別相談会を実施する。
　・セミナーは、隔月・市内１箇所で開催（文化センター、小名浜・勿来市民会館）
　・個別相談会は、隔月・市内２箇所ずつで開催（文化センター、小名浜・勿来市民会館の
ほか、参加状況や希望に応じて公民館等での開催を検討する。）
○福祉部門と連携し、専門家による戸別訪問相談を実施する。
　・保健師・生活支援相談員・見守り推進員の訪問で把握している支援が必要な世帯を戸別
訪問し、経済的な面での相談に応じる。
　・必要に応じ随時実施。
※　専門家はファイナンシャルプランナーや建築士等に依頼する。

【事業費】
　○平成25年度当該相談事業費：2,180千円

（15）住宅再建等の手続き支援、改修相談・啓発支援事業

住宅再建支援相談事業

事業番号



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 12 - 9

【事業概要】

【事業費】

○平成25年度当該記録保存事業費：16,911千円

・動画素材委託費

・航空写真撮影委託費

・市民向け冊子制作費

・ＤＶＤ制作費　外

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の
事業名称

　本市が都市再生区画整理事業等の復興交付金事業の活用をはじめ、どのような取り組みを
実施して、東日本大震災から復旧・復興を成し遂げたのかを後世に引き継ぎ、また災害に強
いまちづくりの推進に向け、市民の防災意識の向上を図るため、平成25～27年度の動画を含
めたさまざまな記録を収集・保存し、市民向けの冊子や記録ＤＶＤなどを編集・発行する。

【年度ごとの事業内容】
○平成25年度・26年度（各年度共通）
　・「いわき市復旧・復興の歩み（単年度版）」冊子発行（市内世帯配布：128,000部・
　　全カラー32頁・年１回発行）
　・「いわき市復旧・復興の歩み（単年度版）」ＤＶＤ発行（自治会・学校等への配布
　　と図書館等での閲覧用：1,000枚・年１回発行）
　・動画や航空写真の撮影業務委託
○平成27年度
　・「いわき市復旧・復興の歩み（総括版）」冊子発行（市内世帯配布：128,000部・
　　全カラー52頁・年１回発行）
　・「いわき市復旧・復興の歩み（総括版）」ＤＶＤ発行（自治会・学校等への配布
　　と図書館等での閲覧用：1,000枚・年１回発行）
　・「いわき市復旧・復興の歩み（行政資料版）」記録集の発行（他自治体等への配
　　布：10,000部・全カラー250頁）
　・動画や航空写真の撮影業務委託

（36）震災・復興記録の収集・整理・保存

東日本大震災復旧復興記録保存事業

事業番号



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 13 - 1

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度～平成２７年度

【事業費】

　委託料（調査設計費）

　　平成２５年度　１７８，３４５千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　津波等で壊滅的な被害を受けた地域を復興し、被災者の生活基盤の早期回復に向け、土
地区画整理事業を効率的に進め、短期間での事業完了を実現するため、根幹となる土地利
用計画や換地計画の策定や宅地整備を行うために必要な調査設計を行うものである。

細要素事業名 換地設計等調査・設計業務委託事業（薄磯）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 13 - 3

【事業概要】

・整備予定面積　　Ａ＝３７．２ｈａ

・想定対象棟数　　Ｎ＝６２７棟

【事業期間】

　平成２５年度～平成２６年度

【事業費】

　委託料（調査設計費）

　　平成２５年度　２６７，０００千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　津波等で壊滅的な被害を受けた地域を復興し、被災者の生活基盤の早期回復に向け、土
地区画整理事業を効率的に進め、短期間での事業完了を実現するため、土地区画整理事業
区域内のがれき等を早期に撤去し、宅地整備の促進を図るため、流出家屋の基礎や工作物
を対象としたがれき除去・撤去工事を行う。

細要素事業名 流出家屋基礎撤去事業（薄磯）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（７）市街地整備事業予定地区のがれき除去・撤去事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 13 - 4

【事業概要】

・整備概要

薄磯海水浴場の再開に向けて、地区の観光交流拠点となるべく駐車場及び公園の整備

を考えている。

・整備予定面積　Ａ＝０．９ｈａ

【事業期間】

　平成２５年度～平成２６年度

【事業費】

　委託料（調査設計費）

　平成２５年度　　１０，０００千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　薄磯地区は薄磯海岸という優れた景観を有し、本市でも有数の景勝地であるとともに、
海水浴客も訪れ観光拠点でもあることから、地区復興の促進を図るため、土地区画整理事
業区域内に本市の観光拠点となる施設を整備するものである。

細要素事業名 交流多目的広場整備事業（薄磯）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４０）観光交流・物産交流センター整備事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 13 - 5

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度

【事業費】

　平成２５年度　　６２，０００千円 調査費 61,000千円

用地費  1,000千円

計 62,000千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　被災市街地復興土地区画整理事業施行区域内からの雨水・排水を既設排水路に円滑に排
水するため、改修が必要な区間を対象に、排水路整備を行う。

細要素事業名 区域外排水施設整備事業（薄磯）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１１）飲用水供給施設・排水施設整備事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 13 - 6

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと
に作成してください。

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

事業番号

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の
事業名称

【事業概要】

　東日本大震災における通信の輻輳等の状況を踏まえ、災害時における災対本部と地区

本部または現場との双方向通信の確保を目的とし、移動系防災行政無線網を整備する。

　○次の無線施設を整備する。

（20）　防災行政無線整備

移動系防災行政無線整備事業

【事業費】平成25年度：24,150千円

　東日本大震災では、携帯電話をはじめ固定電話も通信不能となり、各避難所における

避難者の状況や必要となる物資の把握が困難であった。特に津波被害を受けた沿岸部の

避難所においては、多数の避難者が停電の中、孤立した状況が発生したところである。

　このような通信輻輳に対応するため、移動系防災行政無線を整備することにより、

可能となり、沿岸区画整理事業区域内の防災力向上を促進するものである。

（整備内訳）

　・統制局整備　1局　　・基地局整備　 7局　　・半固定局整備　13局

　○デジタル移動系防災波260MHｚ帯を利用し構築する。

各避難所及び災害現場の状況を的確に把握し、適切な避難支援等の対応を行うことが

　・車上局整備 30基　　・携帯局整備 137基

【基幹事業との関連性】

【経費の内訳】
（単位：千円）

H25 H26

電波伝搬調査 1式 8,400

実施設計 1式 15,750

統制局整備 1局 54,000

基地局整備 7局 378,000

FWA回線整備 2対向 86,400

半固定局整備 13局 21,060

車上局整備 30基 29,160

携帯局整備 137基 81,378

諸経費 1式 23,760

24,150 673,758

697,908

事業費
項目 数量

合計

総計



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 13 - 7

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと
に作成してください。

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

（配信項目）

（配信対象者）

【基幹事業との関連性】

【事業費】平成25年度：5,880千円

　①防災気象情報

　　　気象情報、火災情報、津波注意報、津波警報、大津波警報、土砂災害警戒情報、

　　　指定河川洪水情報、避難準備情報、避難勧告、避難指示、地震情報、国民保護情報、

　本事業の実施により、沿岸部住民に対する効果的な災害情報伝達が可能となり、

沿岸区画整理事業区域内の防災力向上を促進するものである。

　市ホームページで配信登録を行った市民、全職員

　　　災害時の各種案内等

　②その他の情報

　　　防犯情報、職員参集、各種行政情報等

【経費の内訳】

【事業概要】

　災害時における市民への効果的な情報伝達のため、登録した市民に対し、防災情報を

はじめ各種情報のメール配信を行う。

　○メール配信にあたっては、ASPサービスを活用する。

（整備内訳）

　また、災害時における職員参集の際にも活用する。

　○J-ALERT、消防指令台、エリアメール、気象庁情報との自動連携調整

（21）　津波情報収集・配信システム整備

防災市民メール配信事業

事業番号

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の
事業名称

（単位：千円）

項目 数量 H25事業費 備考

システム自動連携調整 1式 5,880

ASPサービス使用料 1式 2,767 交付金申請対象外

合計 8,647



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 13 - 8

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと
に作成してください。

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

（整備内訳）

（21）　津波情報収集・配信システム整備

津波情報収集・配信システム整備事業

事業番号

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の
事業名称

【経費の内訳】

　○沿岸監視カメラシステムの整備

　　　県が設置する沿岸監視カメラのデータを市庁舎内で表示できるよう表示システム

【事業概要】

　東日本大震災における津波被害を踏まえ、沿岸部における適正な情報収集及び避難

支援を目的とし、防災GIS及び沿岸監視カメラシステムを整備する。

　　　津波ハザードエリア、洪水ハザードエリア、避難所、災害時要援護者などの

　本事業の実施により、沿岸部における情報収集体制が強化されるとともに、的確な

避難支援が可能となり、沿岸区画整理事業区域内の防災力向上を促進するものである。

　　防災情報を一元的に地図上に表示するシステムを構築する

　○防災GISの構築

　　を整備する

　

【基幹事業との関連性】

【事業費】平成25年度：89,425千円

（単位：千円）

項目 数量 H25事業費

防災GIS整備 1式 67,375

沿岸監視カメラシステム整備 1式 22,050

合計 89,425



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 13 - 9

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと
に作成してください。

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

（事業の効果）

　　避難所施設にネットワーク環境を整備することにより、電話網が輻輳した場合
　においても、インターネット網にアクセスすることが可能となり、避難者がメール

　本事業の実施により、津波からの避難時に、避難者の状況を把握することが可能と

なり、沿岸区画整理事業区域内の防災力向上を促進するものである。

　　　・LANケーブル延伸工事　（校舎から体育館に延伸）

　○公衆無線LAN構築

【経費の内訳】

　　地域の主要な避難所となる学校体育館等のうち耐震性が確保されている83施設

　　　・WiFiルータ設置

【基幹事業との関連性】

【事業費】平成25年度：73,496千円

（対象施設）

　を対象とする。

　等による安否確認や情報収集を行うことが可能となる。
　　また、ネットワークを通じ、災害対策本部に避難状況や必要な物資等の報告を
　行うことが可能となり、避難所としての機能を強化するものである。

事業番号

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の
事業名称

【事業概要】
　東日本大震災において、発災初期に多数の市民が避難所に避難したものの、電話回線

　　避難所施設にネットワーク環境を整備することにより、電話網が輻輳した場合
　においても、インターネット網にアクセスすることが可能となり、避難者がメール
　等による安否確認や情報収集を行うことが可能となる。
　　また、ネットワークを通じ、災害対策本部に避難状況や必要な物資等の報告を

（27）　防災拠点施設整備事業

避難所施設通信基盤整備事業

網の通信輻輳により、情報の入手や安否確認が困難であった状況を踏まえ、避難所施設

　　　地域の主要な避難所となる学校体育館等に通信ネットワーク環境を整備する。

において情報発受信が可能となるよう通信ネットワークを構築する

（整備内訳）

　リティ上別管理となっており、災害時に使用できない可能性がある。また、今回の
　震災のように多数の避難者が発生する場合、市民からの通信需要が膨大となり、
　こうした状況に対応するため、避難所に指定されている体育館内に通信設備を整備
　する必要がある。

　行うことが可能となり、避難所としての機能が強化されるものである。

（事業の必要性）
　　現在は、学校の職員室にはLANケーブルが整備されているが、学校校舎はセキュ

（単位：千円）

項目 数量 H25事業費

LANケーブル延伸工事 83箇所 70,020

WiFiルータ整備 83箇所 3,476

合計 73,496



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 13 - 10

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと
に作成してください。

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　　　災害時要援護者、民生児童委員に貸与　10,650台

　○ＦＭ電波配信用防災行政無線操作卓改修

　東日本大震災における津波被害を踏まえ、沿岸部住民に効果的に災害情報を伝達する

ために実施するものであり、沿岸区画整理事業区域内の防災力向上を促進するものであ

る。

【経費の内訳】

（整備内訳）

　○戸別受信機の増設及びデジタル化　　　　　 566基

　○防災行政無線屋外拡声子局の増設　　　　　　38基

      2次避難所、消防団、自主防災組織に貸与

【基幹事業との関連性】

　○自動起動機能付ＦＭラジオ端末整備

【事業費】平成25年度：26,250千円

【事業概要】

　東日本大震災の津波被害を踏まえ、河川遡上区域等に防災行政無線屋外拡声子局を増

設するとともに、戸別受信機のデジタル化、ＦＭラジオ端末の整備等を行うことにより、

　　　沿岸部の難聴区域、河川遡上区域等に子局を増設

災害時における情報伝達手段を確保する。

（20）　防災行政無線整備

防災行政無線整備事業

事業番号

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の
事業名称

（単位：千円）

H25 H26

電波伝搬調査 1式 5,250

FM電波配信用操作卓改修 1式 21,000

屋外拡声子局整備 38局 225,720

戸別受信機整備 850基 36,720

FM式防災ラジオ端末整備 10,650台 136,949

26,250 399,389

事業費
項目 数量

合計

総計 425,639



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 13 - 11

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと
に作成してください。

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

（23）　避難誘導機器整備事業

津波避難所表示板等整備事業

事業番号

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の
事業名称

【事業概要】

　津波からの避難先となる安全な場所や高台を示すため、津波避難所表示板を設置すると

ともに、沿岸部において迅速かつ的確な避難を行うための注意喚起手段として、津波危険

　○海抜表示板設置　　　　　　50箇所（H25：15箇所、H26：15箇所、H27：20箇所）

区域表示板及び津波浸水履歴表示板を設置する。

（整備内訳）

　○津波避難所案内板設置　　  20箇所（H26：10箇所、H27：10箇所）

　○津波避難場所表示板設置　　80箇所（H25：60箇所、H26：20箇所）

【基幹事業との関連性】

【事業費】平成25年度：10,049千円

　○津波浸水履歴表示板設置　　20箇所（H26：10箇所、H27：10箇所）

　東日本大震災における津波被害を踏まえ、沿岸部住民の的確な避難誘導のため、各種

サインを配置し、注意喚起を図るものであり、沿岸区画整理事業区域内の防災力向上を

を促進するものである。

【経費の内訳】
（単位：千円）

H25 H26 H27

津波避難場所表示板設置 80箇所 9,576 3,284

海抜表示板設置 50箇所 473 486 648

津波避難所案内板設置 20箇所 24,408 24,408

津波浸水履歴表示板設置 20箇所 4,428 4,428

10,049 32,606 29,484

項目 数量

72,139

事業費

合計

総計



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 13 - 12

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと
に作成してください。

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　東日本大震災では、携帯電話が通信不能となったほか、災害対策本部においては、

　このような通信輻輳に対応するため、衛星携帯電話を整備することにより、各地区

本部の状況を的確に把握し、適切な避難支援等の対応を行うことが可能となり、沿岸

区画整理事業区域内の防災力向上を促進するものである。

　※　災害時における災害対策本部と地区本部または災害対応機関との双方向通信を

　　確保するため、通信手段多重化のツールとして衛星携帯電話を整備し、市域内及び

　　市域外との通信のバックアップを図るもの。

【経費の内訳】

通話が集中したことにより、各地区本部の状況を把握することが困難であった。

【事業概要】

　東日本大震災における通信の輻輳等の状況を踏まえ、災害時における双方向通信の

確保を目的とし、衛星携帯電話を整備する。

（整備内訳）

　○衛星携帯電話整備　　　15基

【基幹事業との関連性】

（20）　防災行政無線整備事業

衛星携帯電話整備事業

事業番号

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の
事業名称

（単位：千円）

項目 数量 H25事業費

衛星携帯電話整備 15基 4,064

4,064合計



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 14 - 1

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度～平成２７年度

【事業費】

　委託料（調査設計費）

　　平成２５年度　３３２，０３７千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　津波等で壊滅的な被害を受けた地域を復興し、被災者の生活基盤の早期回復に向け、土
地区画整理事業を効率的に進め、短期間での事業完了を実現するため、根幹となる土地利
用計画や換地計画の策定や宅地整備を行うために必要な調査設計を行うものである。

細要素事業名 換地設計等調査・設計業務委託事業（豊間）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 14 - 3

【事業概要】

・整備予定面積　　Ａ＝５６．４ｈａ

・想定対象棟数　　Ｎ＝１，０３９棟

【事業期間】

　平成２５年度～平成２６年度

【事業費】

工事費

　平成２５年度　５６８，２３３千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　津波等で壊滅的な被害を受けた地域を復興し、被災者の生活基盤の早期回復に向け、土
地区画整理事業を効率的に進め、短期間での事業完了を実現するため、土地区画整理事業
区域内のがれき等を早期に撤去し、宅地整備の促進を図るため、流出家屋の基礎や工作物
を対象としたがれき除去・撤去工事を行う。

細要素事業名 流出家屋基礎撤去事業（豊間）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（７）市街地整備事業予定地区のがれき除去・撤去事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 14 - 4

【事業概要】

・整備概要

豊間海岸の再開に向けて、地区の観光交流拠点となるべく駐車場及び公園の整備を考え

ている。

・整備面積　Ａ＝０．９５ha

【事業期間】

　平成２５年度～平成２６年度

【事業費】

　委託料

　　平成２５年度　　１０，０００千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　豊間区は豊間海岸という優れた景観を有し、本市でも有数の景勝地であるとともに、
サーフィンを始めとする海洋レクリエーションの観光拠点でもあることから、地区復興の
促進を図るため、土地区画整理事業区域内に震災前と同様に利用者を誘致すべく、本市の
観光拠点となる施設を整備するものである。

細要素事業名 交流多目的広場整備事業（豊間）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４０）観光交流・物産交流センター整備事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 14 - 5

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度～平成２６年度

【事業費】

　平成２５年度　　９９，５００千円 調査費 87,500千円

用地費 12,000千円

計 99,500千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　被災市街地復興土地区画整理事業施行区域内からの雨水・排水を既設排水路に円滑に排
水するため、改修が必要な区間を対象に、排水路整備を行う。

細要素事業名 区域外排水施設整備事業（豊間）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１１）飲用水供給施設・排水施設整備事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 15 - 1

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度～平成２７年度

【事業費】

　委託料（調査設計費）

　　平成２５年度　　５９，２２６千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　津波等で壊滅的な被害を受けた地域を復興し、被災者の生活基盤の早期回復に向け、土
地区画整理事業を効率的に進め、短期間での事業完了を実現するため、根幹となる土地利
用計画や換地計画の策定や宅地整備を行うために必要な調査設計を行うものである。

細要素事業名 換地設計等調査・設計業務委託事業（小浜）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 15 - 2

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度～平成２７年度

【事業費】

　委託料

　　平成２５年度　２６，３５０千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　小浜被災市街地復興土地区画整理事業は、津波等で壊滅的な被害を受けた地域を復興
し、震災前にも増して賑わいを創出するものであるが、本区画整理事業をはじめとして、
多岐にわたる様々な事業の計画調整、設計照査および発注業務など、短期間で事業遂行す
ることが大きな課題となっている。
　したがって、本事業により、土地区画整理事業に関連する複数事業の設計や、計画調整
などを統括するコーディネート業務と、複数工事の発注に伴う調査・設計・照査および積
算などの発注者支援業務を委託し、早期の復興事業の推進を図るものである。

細要素事業名 計画調整及び発注支援業務委託事業（小浜）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１）市街地整備コーディネート事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 15 - 3

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度～平成２７年度

【事業費】

　委託料

　　平成２５年度　１２，３００千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　小浜被災市街地復興土地区画整理事業においては、本区画整理事業をはじめとして、
国・県をや民間施設を含めた様々な事業が同時期に立ち上がり、その事業間の調整を円滑
に行いながら、短期間で事業遂行することが大きな課題となっている。
　したがって、本事業により、当該事業や関連事業等による複数工事を円滑に実施するた
め、基本方針（施工計画等）の協議・決定や、施工管理など、全ての工事を総合的に統括
するマネジメント業務を委託し、早期の復興事業の推進を図るものである。

細要素事業名 工事施工管理業務委託事業（小浜）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（２）工事統括マネジメント事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 15 - 4

【事業概要】

・整備予定面積　　Ａ＝０．５ｈa

・想定対象棟数　　Ｎ＝５３棟

【事業期間】

　平成２５年度

【事業費】

　平成２５年度　　７８，８５０千円   5,000千円

工事費   73,850千円

計   78,850千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（７）市街地整備事業予定地区のがれき除去・撤去事業

調査設計費

　津波等で壊滅的な被害を受けた地域を復興し、被災者の生活基盤の早期回復に向け、土
地区画整理事業を効率的に進め、短期間での事業完了を実現するため、土地区画整理事業
区域内のがれき等を早期に撤去し、宅地整備の促進を図るため、流出家屋の基礎や工作物
を対象としたがれき除去・撤去工事を行う。

細要素事業名 流出家屋基礎撤去事業（小浜）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 15 - 5

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度

【事業費】

　平成２５年度　　７０，０００千円  5,000千円

補償費 　 50,000千円

工事費 　 15,000千円

計 　 70,000千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

調査設計費

　被災市街地復興土地区画整理事業を行うにあたり、盛土のための土を確保する必要があ
るが、より効率的に盛土材を確保するため近隣の山から土を確保する必要があることか
ら、土取場への道路の取り付けや樹木撤去を行うものである。

細要素事業名 盛土材確保事業（小浜）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（９）市街地整備事業予定地区の盛土材確保事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 16 - 1

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度～平成２７年度

【事業費】

　委託料（調査設計費）

　　平成２５年度　　６２，６６６千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　津波等で壊滅的な被害を受けた地域を復興し、被災者の生活基盤の早期回復に向け、土
地区画整理事業を効率的に進め、短期間での事業完了を実現するため、根幹となる土地利
用計画や換地計画の策定や宅地整備を行うために必要な調査設計を行うものである。

細要素事業名 換地設計等調査・設計業務委託事業（岩間）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 16 - 2

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度～平成２７年度

【事業費】

　委託料

　　平成２５年度　２６，３５０千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　岩間被災市街地復興土地区画整理事業は、津波等で壊滅的な被害を受けた地域を復興
し、震災前にも増して賑わいを創出するものであるが、本区画整理事業をはじめとして、
多岐にわたる様々な事業の計画調整、設計照査および発注業務など、短期間で事業遂行す
ることが大きな課題となっている。
　したがって、本事業により、土地区画整理事業に関連する複数事業の設計や、計画調整
などを統括するコーディネート業務と、複数工事の発注に伴う調査・設計・照査および積
算などの発注者支援業務を委託し、早期の復興事業の推進を図るものである。

細要素事業名 計画調整及び発注支援業務委託事業（岩間）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１）市街地整備コーディネート事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 16 - 3

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度～平成２７年度

【事業費】

　委託料

　　平成２５年度　１２，３００千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　岩間被災市街地復興土地区画整理事業においては、本区画整理事業をはじめとして、
国・県をや民間施設を含めた様々な事業が同時期に立ち上がり、その事業間の調整を円滑
に行いながら、短期間で事業遂行することが大きな課題となっている。
　したがって、本事業により、当該事業や関連事業等による複数工事を円滑に実施するた
め、基本方針（施工計画等）の協議・決定や、施工管理など、全ての工事を総合的に統括
するマネジメント業務を委託し、早期の復興事業の推進を図るものである。

細要素事業名 工事施工管理業務委託事業（岩間）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（２）工事統括マネジメント事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 16 - 4

【事業概要】

・整備予定面積　　Ａ＝１．２ｈa

・想定対象棟数　　Ｎ＝１２４棟

【事業期間】

　平成２５年度

【事業費】

　平成２５年度　１９９，３０７千円  10,000千円

工事費 　 189,307千円

計 　 199,307千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（７）市街地整備事業予定地区のがれき除去・撤去事業

調査設計費

　津波等で壊滅的な被害を受けた地域を復興し、被災者の生活基盤の早期回復に向け、土
地区画整理事業を効率的に進め、短期間での事業完了を実現するため、土地区画整理事業
区域内のがれき等を早期に撤去し、宅地整備の促進を図るため、流出家屋の基礎や工作物
を対象としたがれき除去・撤去工事を行う。

細要素事業名 流出家屋基礎撤去事業（岩間）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 2

【事業期間】

　平成２５年度

【事業費】

　委託料　　１５，０００千円　　

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（５）移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業

【事業概要】

整備予定面積　Ａ＝７．０ｈａ

　末続地区防災集団移転促進事業により取得した土地を有効活用するため、移転促進区域
が含まれる区域（災害危険区域）において、土地利用計画、基本構想の策定等を実施する
ものである。

細要素事業名 移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業（末続）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 3

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度

【事業費】

　工事費　　　５，０００千円

　

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　末続地区防災集団移転促進事業により整備予定の住宅団地からの排水を既設排水路に円
滑に排水するため、周辺排水路等の排水施設の整備を行うものである。

整備予定延長　Ｌ≒３００ｍ

細要素事業名 区域外排水施設整備事業（末続）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１１）飲用水供給施設・排水施設整備事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 2

【事業期間】

　平成２５年度

【事業費】

　委託料　　１０，０００千円　　

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】

　金ケ沢地区防災集団移転促進事業により取得した土地を有効活用するため、移転促進区
域が含まれる区域（災害危険区域）において、土地利用計画、基本構想の策定等を実施す
るものである。

整備予定面積　Ａ＝３．５ｈａ

細要素事業名 移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業（金ケ沢）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（５）移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 3

【事業概要】

【事業期間】

　平成２５年度

【事業費】

　工事費　　　５，０００千円

　

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（１１）飲用水供給施設・排水施設整備事業

　金ケ沢地区防災集団移転促進事業により整備予定の住宅団地からの排水を既設排水路に
円滑に排水するため、周辺排水路等の排水施設の整備を行うものである。

整備予定延長　Ｌ≒３００ｍ

細要素事業名 区域外排水施設整備事業（金ケ沢）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 3 - 1

【事業期間】

　平成２５年度

【事業費】

　委託料　　２７，０００千円　

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（５）移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業

【事業概要】

　錦町須賀地区防災集団移転促進事業により取得した土地を有効活用するため、移転促進
区域が含まれる区域（災害危険区域）において、土地利用計画、基本構想の策定等を実施
するものである。

整備予定面積　Ａ≒６．６ｈａ

細要素事業名 移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業（錦町須賀）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 5 - 1

【事業期間】

　平成２５年度

【事業費】

　委託料　　１５，０００千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（５）移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業

【事業概要】

　走出地区防災集団移転促進事業により取得した土地を有効活用するため、移転促進区域
が含まれる区域（災害危険区域）において、土地利用計画、基本構想の策定等を実施する
ものである。

整備予定面積　Ａ＝０．９ｈａ

細要素事業名 移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業（走出）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 5 - 2

（現状調査・課題整理・再編計画検討・新たな交通システム案検討・実証運行案検討）

　○　バス路線再編計画にかかる検討・素案作成と新たな交通システムの導入検討

【事業費】 ９，４５０千円

内訳 現状調査・課題整理 ３，０５０千円

バス路線再編案・新たな交通システム案検討 １，６７０千円

実証運考案の策定・その他経費 ４，７３０千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

事業番号

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の
事業名称

　市内の公共交通網について、本市の津波被災地の高台等への防災集団移転や、被災市
街地復興土地区画整理など、震災後に新たに形成される市街地整備等に連動し、現在市
内を運行しているバスの路線を見直し、津波被災エリア等の新たな市街地への路線新設
などにより、本市における公共交通の根幹を成す路線バスを、将来に向け持続可能なも
のとするため、また、バス路線の維持が困難となった地域に対し、乗合タクシー等の新
たな交通システムの導入の可否を検証し、市民にとって真に必要な公共交通網を構築す
るため、当該調査を実施するものである。

１.  公共交通の現状調査
　バス事業に関する実態や利用者ニーズを把握するために、路線バス利用者の意向や乗
車実態などについての調査を実施する。調査結果は、業務における基礎的な条件の設定
や検討方法を踏まえて整理を行う。

２.  既存バス運行上の課題整理
　既存バスの運行上の実態を、利用実態の課題（時間帯別利用者数、便当り乗車人数、
利用特性等）、地区別サービスレベル（主要バス停、主要施設、バスサービス等）、走
行実態の課題（定時性、速度低下発生区間等）、利用者の基本特性（通勤通学、買い物
等）、バス事業者の課題（経営状況、収支状況等）、運行状況に見るバスの問題課題な
どの項目で検討を行い、整理する。

３.  バス路線再編計画検討
　既存のバス路線について、運行上の課題や利用者ニーズ等をもとに、基本方針の設
定、ルート案の検討、運行サービス水準の設定、実現に向けた課題の整理などを行い、
再編計画を検討し、素案を作成する。

（34）公共交通環境整備調査事業

公共交通網再編事業

４.  新たな交通システムの導入の検討
　バス路線廃止等に伴い、小型乗合輸送サービスの導入、そのフィーダー化等の実施の
ため、新たな交通システムの導入の必要性のある想定地域及び路線の抽出、供給サイド
及び利用者サイドからの検討、具現化に向けた実行プラン案の整理を行う。

５.  バス路線再編にかかる実証運行計画案の策定
　実施期間（幹線交通系、生活交通系）、ルート、頻度、車両はもとより、広報計画、
案内誘導、事務職と事業者の役割整理、関係機関への支援要請事項の整理を行い、 実証
計画案を策定する。
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